





































































































































































刑法犯総数 633119 80610 1273
詐欺 29026 7204 24．82
侵入盗 103総8 25343 24．56
強盗 3237 724 2237
偽造 7］35 1557 21．82
非侵入盗 261803 40199 15．35
横領 1404 210 14．96
住居侵入 8803 12指 ］3．81
恐喝 5284 355 6．72
凶器準備集合 16 1 6．25
乗り物盗 51556 2474 4．80
背任 26 1 3．85
器物損壊等 11145 414 3．71
殺人 1224 40 3．27
放火 1283 28 2．18
わいせつ 6086 95 1．56
略取誘拐・人身売買 200 3 1．50
盗品等 5175 76 1．47
脅迫 1609 20 1．24
汚職 111 1 0．90
逮捕監禁 423 3 0．71
占有離脱物横領 90589 552 0．61
賭博 213 1 0．47
公務執行妨害 3187 13 0．41
暴行 13519 18 O寸3
傷害 22962 27 0．12
強姦 1373 0 0．OO

































































































































ﾆ立変数 強盗 非侵入盗 侵入盗 住居侵入 詐欺 偽造
一人当たりの民生費投資額 r＝－0．605★★ r＝－0．557倉★r＝－0．544禽★ r＝－0．504★★r＝0．015r＝－0．102
失業率 r＝0．361★r＝0．245r＝－0．310★r＝0．032r＝0」38 r＝0．264




ﾆ立変数 強盗 非侵入盗 侵入盗 住居侵入 詐欺 偽造
一人当たりの民生費投資額 β＝－0．527★★ β＝－0．455★★β＝－0560★★βニー0．504杜β＝0．145 β＝0．027
失業率 β＝O．447★★ β＝0．339★★β＝0．337杜β＝0．057 β＝0．216 β＝0．351翰
富裕度 βニ0．367★喪 βニ0．434★★β＝0．196 β＝0．181 β＝0．437★★β＝0．531口
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（2）失業率
　重回帰分析の結果と比較するために調べた罪種
と失業率の単相関関係（表4）において、非侵入盗、
偽造は有意な相関を持たなかった。それに対して、
重回帰分析の結果、失業率は強盗、非侵入盗、侵
入盗、偽造と正の有意な相関関係を示した。これ
は選択された他の独立変数の影響と推察される。
特に、非侵入盗と偽造の重回帰分析において採択
された富裕度が関係していると考えられる，詳細
については先行研究を交えて富裕度の考察で述べ
ることとしたい，
　警察大学校（2009）は先に紹介した完全失業率の
重回帰分析の結果と、一人当たりの実質GDPが重
回帰分析の結果、非侵入盗、侵入盗、殺人、強盗、
暴行と正の相関関係を持つことをうけて、経済的
な要因が罪種の発生率に影響を与えると結論づけ
ている一6；
　今回の重回帰分析の結果は、先行研究の分析結
果と結論を併せて考察すると、経済的原因が犯罪
の発生率に影響を与えるという従来の学説を裏付
けるものであるといえよう。
（3）富裕度
　富裕度は重回帰分析の結果、強盗、非侵入盗、
詐欺、偽造と有意な正の相関関係を示した．この「富
裕度」は経済的犯罪が発生する前提となる財産の
存在を示す指標である。特に強盗、詐欺などの犯
罪には、対象となる金額の大きな貯蓄や不動産な
どの財産の存在が必要とされることがある為、犯
罪率に対して正の相関関係を示したと考えられる。
　また、本研究の対象となる失業などの理由から
経済的犯罪を犯す「生活困窮」者は、そもそも処
6）警察大学校（2009：48）参照．
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分する財産を持たないものであることが想定され
る一このことから本指標は都道府県の経済的な格
差の大きさを示す変数としての側面を持っている．
　前述のとおり失業率は単相関関係において非侵
入盗、偽造と相関関係を持たなかった。しかし、
富裕度を独立変数に加えた重回帰分析の結果、有
意な相関関係を持つようになった，先行研究には
経済的格差の大きさを示すジニ係数が犯罪と有意
な正の相関関係があるという結果を示した警察大
学校（2009：40）や、経済的平等度の向上が犯罪に対
して影響を与えるという指摘（朴1994：180）がある。
この結果は富裕度の指標が持つ都道府県の経済的
格差の大きさを示すという性質が重回帰分析の結
果に影響を与えたものと考察する。
　同じく、単相関関係において有意な正の相関を
持っていた住居侵入と富裕度が重回帰分析の結果、
有意な相関を持たなくなったことは独立変数とし
て投入された一人当たりの民生費投資額が富裕度、
つまりは都道府県の経済的な格差に影響を与え、
犯罪との相関関係を打ち消していることを意味し
ていると考察できよう。
V．結　論
　本研究では「社会保障・社会福祉の充実は犯罪
の抑止効果を有しているか」という仮説の検証を
試みた。その結果、以下の点が明らかになった．
1．警察庁統計『平成17年の犯罪」より、「生活困窮」
を動機としている比率が高い、社会福祉・社会保
障の充実度と関連する罪種は詐欺、侵入盗、強盗、
偽造、非侵入盗、住居侵入であることから「生活
困窮」を動機とする犯罪は上記の6罪種に高い割合
で偏在している。
2．重回帰分析の結果、社会福祉の充実度を示す
指標である一人当たりの民生費投資額の指標は強
盗犯、非侵入盗、侵入盗、住居侵入と負の相関関
係を有する。また、「生活困窮」を引き起こすと考
えられる失業率の指標は強盗、侵入盗、非侵入盗、
偽造と正の相関関係を有していたそして、富裕
度の指標が強盗、非侵入盗、詐欺、偽造と正の相
関関係を有していた，
　以上の結果は、経済的・社会的要因が犯罪に影
響を与えているという従来の経済仮説を統計上裏
付けるとともに、その解消の要因として働くと考
えられる貧困施策を中心とする社会保障・社会福
祉への投資は、強盗、侵入盗、非侵入盗の抑止変
数として働き得ると考察でき、部分的に仮説を強
化できたと結論できる。
VI．本研究の限界と今後の課題
　本研究の対象とした犯罪のデータはあくまで検
挙されたもののみであり、「犯罪統計」には発生し
たものの検挙されない「犯罪」は含まれない。ま
た今回は2005年だけの全国都道府県の横断的デー
タのみの分析にとどまっている。ここに本研究の
限界がある．本研究のような、特に景気の循環を
含めた経済的な指標や社会保障・社会福祉費など
の財政面と犯罪発生率との関係の統計的な検討は、
新自由主義や福祉国家論等に関するイデオロギー
的な論争からではなく、社会保障・社会福祉の充
実が犯罪を予防する客観的な効果を持つという視
点から、公共政策を提案し、より一層、社会保障・
社会福祉の意義を示すものになるであろう，
　今回の予備研究の過程で平成17年における65歳
以上の犯罪のおよそ55．22％が万引きであることが
判明した，予防福祉学の視点から、高齢者がなぜ
そのような状況に陥ったのか、原因を解明し、防
ぐための方策を明らかにする対象者へのインタ
ビューなどの質的研究が必要とされると考えられ
る。それも今後の課題としたい，また、年次を追っ
ての変化を調べる「縦断的分析」も併せて行うこ
とが望ましいため、今後の課題としたい。
　本研究は東洋大学福祉社会開発センターにおけ
る「私立大学学術研究高度化推進事業オープン・
リサーチ・センター（人文社会系）福祉社会開発
の方法とその実践過程に関する総合的研究」の「プ
ロジェクト1」の1課題として実施された「安全・
安心」な福祉社会形成のあり方（第3報）犯罪と
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社会福祉・社会保障との関係に関する統計的考察
（その1）」の報告にある今後の課題を受け、さら
に新たな分析・知見と検討を加えたものである．
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